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　設問内容

問１．

問２．

問３．

問４．

問５．

貴社の社長（代表者）の年代はいくつですか？また、貴社の後継者は決まっていますか？

貴社の現時点における事業承継の考え方はどのようなものですか？

貴社では事業承継を行おうとする際に、どのようなことが問題になると考えられますか？（最大３
つ）

中小企業が円滑に事業承継を進めていく上で、信用金庫には何に期待しますか？

近年、中小企業のＭ＆Ａ（第三者の事業承継）が話題になっていますが、Ｍ＆Ａについてどのよう
な認識を持っていますか？（最大３つ）
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問１． 貴社の社長（代表者）の年代はいくつですか？また、貴社の後継者は決まっていますか？
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問２． 貴社の現時点における事業承継の考え方はどのようなものですか？
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問３．
貴社では事業承継を行おうとする際に、どのようなことが問題になると考えられますか？（最大３
つ）
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問４． 中小企業が円滑に事業承継を進めていく上で、信用金庫には何に期待しますか？
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問５．
近年、中小企業のＭ＆Ａ（第三者の事業承継）が話題になっていますが、Ｍ＆Ａについてどのよう
な認識を持っていますか？（最大３つ）

53

42

39

44

13

17

19

36

0

46

0 10 20 30 40 50 60

事業を最適な先に譲渡できる

従業員の雇用を維持できる

取引関係を維持できる

事業拡大戦略の１つである

乗っ取りなど負のイメージがある

中小企業にはなじまない

従業員の雇用維持に不安がある

専門家の支援が必要なものである

その他

よくわからない

製造業 卸売業 小売業 サービス業 建設業 不動産業

14%

23%

16%

14%

21%

24%

9%

16%

11%

19%

11%

12%

16%

23%

14%

10%

3%

16%

16%

3%

9%

21%

18%

12%

2%

7%

8%

8%

2%

3%

10%

11%

4%

7%

7%

4%

13%

8%

16%

10%

15%

8%

8%

12%

16%

23%

11%

21%

8%

4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

製造業

卸売業

小売業

サービス業

建設業

不動産業

事業を最適な先に譲渡できる 従業員の雇用を維持できる 取引関係を維持できる

事業拡大戦略の１つである 乗っ取りなど負のイメージがある 中小企業にはなじまない

従業員の雇用維持に不安がある 専門家の支援が必要なものである その他

よくわからない


